
1 中山間・地域振興課
吉備高原都市業務商業ビ
ル昇降機更新工事実施設
計業務

令 和 6 年 8 月 9 日
三菱電機ビルソリューションズ(株)中
国支社
広島市中区中町７－２２

2,750,000

　既存の昇降路等を活用して更新を行うことから、既設の昇降機の製造業者
で、当該昇降路等の構造等を熟知している三菱電機ビルソリューションズ
(株)中国支社が当該委託業務を実施できる唯一の業者であり、業務の性質又
は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

2
備前県民局
農林水産事業部
農地農村整備第二課

農林水産事業推進費（中
山間農業農村総合)　建
部地区　設計積算業務

令 和 6 年 8 月 6 日
岡山県土地改良事業団体連合会
岡山市北区内山下１－３－７

9,075,000

　本業務は土地改良事業に係る建設工事の入札のための予定価格を算定する
ものであり、公正・中立な立競争入札の機会を確保するために守秘義務の徹
底を図ることが求められる。
　県の積算システムも含めた情報の守秘義務があり、一般コンサルタントに
はその利用は認めていないが、当該法人は県と同一の積算システムの利用を
認められている唯一の団体である。また、現在までに県や市町村等から農業
農村整備事業の積算業務を受託し、これを確実に履行した業績があることか
ら、守秘義務を保持し公正な立場で本業務を確実に履行できる唯一の団体で
ある。

第 ２ 号

3
備前県民局
農林水産事業部
農地農村整備第一課

水利施設等保全高度化事
業　鴨越堰２期地区　設
計積算業務

令 和 6 年 8 月 6 日
岡山県土地改良事業団体連合会
岡山市北区内山下１－３－７

2,695,000

　本業務は農業農村整備事業に係る建設工事の入札のための予定価格を算定
するものであり、公正・中立な立競争入札の機会を確保するために守秘義務
の徹底を図ることが求められる。
　県の積算システムも含めた情報の守秘義務があり、一般コンサルタントに
はその利用は認めていないが、当該法人は県と同一の積算システムの利用を
認められている唯一の団体である。また、現在までに県や市町村等から農業
農村整備事業の積算業務を受託し、これを確実に履行した業績があることか
ら、守秘義務を保持し公正な立場で本業務を確実に履行できる唯一の団体で
ある。

第 ２ 号

4

備前県民局
農林水産事業部
東備地域農地農村整備室
第二班

農村集落基盤再編・整備
事業（中山間地域総合整
備型事業）　備前地区
鬼ヶ城池応急対策設計業
務

令 和 6 年 8 月 13 日
新光技術開発（株）
岡山県岡山市中区西川原１-８-１８

3,355,000

　令和6年5月28日の降雨により、ため池裏側の法面崩壊が発生した。このた
め早急に応急対策工法を決定し、対策を行う必要がある。今後台風シーズン
を迎えるため、早期に降雨に備える必要があり、競争入札に付するいとまが
ないため、随意契約とする。

第 ５ 号

5
備中県民局
河川災害対策班

単県　河川工事（管理区
分図作成業務）

令 和 6 年 4 月 1 日
日本インフラマネジメント(株)
岡山市北区田益１３８８－7

7,304,000

　平成30年7月豪雨を受け緊急的に整備している高梁川の堤防整備に伴い、
国道180号及び総社市道の付替工事を実施しているが、国道管理者の国によ
り、市道接続交差点を交通開放するまでに、管理区分を明確にするようにと
の条件を課され、通行規制解除の6月14日までに急きょ管理区分図を作成
し、各管理者の同意を得る必要が生じた。競争入札に付するいとまがないた
め、随意契約を締結するものである。

第 ５ 号

6
備中県民局建設部
井笠地域工務課

単県　災害復旧工事（測
量・設計）

令 和 6 年 6 月 3 日
日本インフラマネジメント(株)
岡山県岡山市北区田益１３８８－７

4,972,000
　本業務は、令和６年５月２８日の豪雨により被災した箇所の災害復旧設計
等を行うものであり、緊急の必要により競争入札に付すことができないた
め。

第 ５ 号

7
美作県民局建設部
勝英地域工務第1班

単県道路工事（仮設資材
回収）

令 和 6 年 5 月 29 日
(株）サンベルコ
岡山県岡山市東区升田519-1

2,420,000

　令和6年5月28日豪雨による出水に伴い、公共道路工事（大還橋上部工）の
仮設道路が流出し、流出したハウエル管大型土のうが水門等の河川管理施設
の稼働に支障となっていること。また、今後の出水により、流出資材がさら
に下流に流出し河川管理施設等に影響を及ぼす可能性が生じており、緊急に
対処する必要があるため。

第 ５ 号

契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

備　 考No.

令和６年８月契約締結分

事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

1 / 1 ページ


